
安倍首相会見が日本株に示唆するもの 

 経済対策は秋にまとまる見通しとなり、日銀の追加緩和時期は9月か10月まで先送りの可能性。 

 政策期待が幾分後退し足元で円高と株安が進行、ただ極端な地合いの悪化には至らないだろう。 

 株式市場に長期安定資金を呼び込むには、政府が財政再建の道筋を明確に示すことが必要。 
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経済対策は秋にまとまる見通しとなり、日銀の追加緩和時期は9月か10月まで先送りの可能性 

 

 安倍首相は6月１日、消費増税を2019年10月まで2年半再延期することを正式表明しました。また「総合

的で大胆な経済対策」を秋に講じることを明らかにしましたが、内容や規模についての詳細な言及はありませんで

した。そして衆参同日選挙は最終的に見送りとなりましたので、6月22日公示、7月10日投開票の参議院選

挙で、消費増税再延期の国民審判を仰ぐことになります（図表1）。 

 

 経済対策の規模などが固まるのは参議院選挙後の見通しとなったため、日銀による追加緩和の時期も後ずれ

する可能性が高まりました。この先の日銀金融政策決定会合は、6月が15日と16日、7月が28日と29日、

9月が20日と21日、そして10月31日、11月1日に予定されています。仮に経済対策の閣議決定が8月下旬と

なり、日銀がそれに歩調を合わせれば、追加緩和の時期は9月か10月まで先送りとなることも考えられます（図

表2）。 

【図表2：今後の主な国内スケジュール】 【図表1：安倍首相会見のポイント】 

(出所)各種資料を基に三井住友アセットマネジメント作成 (出所)各種資料を基に三井住友アセットマネジメント作成 

日程 内容 

6月 15-16日 日銀金融政策決定会合 

22日 参議院選挙公示 

7月 10日 参議院選挙投開票 

28-29日 日銀金融政策決定会合、展望レポート公表 

8月 下旬以降？ 第2次補正予算案閣議決定 

9月 20-21日 日銀金融政策決定会合 

月末？ 臨時国会召集 

10月 31日 
日銀金融政策決定会合（11月1日まで）、 

展望レポート公表 

 消費増税を2019年10月まで2年半再延期。 

 基礎的財政収支の赤字を20年度に黒字化する財政健全化の目標は堅持。 

 社会保障の充実策は一部先行実施、赤字国債を財源としない。 

 総合的で大胆な経済対策を秋に講じる。 

 衆参同日選挙は見送り。 

 消費増税再延期の是非は参議院選挙で国民の信を問う。 

 参議院選挙は6月22日公示、7月10日投開票。 
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政策期待が幾分後退し足元で円高と株安が進行、ただ極端な地合いの悪化には至らないだろう 

 

 この先デフレ懸念が急速に強まれば、夏場に追加緩和が行われる可能性も残ります。ただそのような場合を除

き、通貨の競争的な切り下げが連想されるような単体での金融緩和の実施は、主要国首脳会議（伊勢志摩

サミット）の後だけに難しいと思われます。そのため安倍首相の会見を受け、6月の経済対策と追加緩和で一段

の円安と株高が進行するというシナリオは、いったん修正する必要が出てきました。 

 

 6月2日の東京市場では円高と株安の動きが顕著ですが、政策期待が幾分後退したことも影響しているので

はないかと思われます。ただ経済対策と追加緩和の時期が先送りになっただけですので、政策相場が完全に終

息してしまったという訳ではありません。そのため足元の円高と日本株の下落は調整の範囲内であり、極端な地

合いの悪化には至らないと考えます。 

 

株式市場に長期安定資金を呼び込むには、政府が財政再建の道筋を明確に示すことが必要 

 

 短期的には、高値圏にある原油相場と6月23日の欧州連合（EU）加盟継続の是非を問う英国民投票に

注意が必要です。原油の調整売りや投票前の警戒感の高まりは、リスクオフ（回避）の円高や株安につながる

恐れもあります。一方、米連邦公開市場委員会（FOMC）にも注目です。早ければ6月14日、15日、あるい

は7月26日、27日の追加利上げが見込まれますが、その際、世界の金融市場が混乱しなければ、ドル高・円安

の動きを通じて日本株が押し上げられる可能性もあります。 

 

 今回、消費増税は再延期となりましたが、安倍首相は基礎的財政収支の赤字を20年度に黒字化する財政

健全化の目標は堅持するとしています。ただ6月1日の会見では、どのように目標を達成するのか具体的な方法

は示されませんでした。株式市場に長期安定資金を呼び込むためには、政府が財政再建の道筋を明確に示し、

市場や海外投資家の信認を得ることが必要です。 
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 当資料は、情報提供を目的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものであり、投資勧誘を目的として作成されたもの又は金融商品取引法に基づく開示書類で

はありません。 
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